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Ⅰ 農業支援サービスについて （農水省技術普及課資料）
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Ⅱ 取組事例

本事例は農業支援サービスの普及・拡大を目的として現在実施中の地域ブロック説明会で講演のあった

農業支援サービス事業者の御講演資料をまとめたもの。

＜地域ブロック会議開催日程＞

令和8年1月13日（水）14：00～17：00 新潟県新潟市（朱鷺メッセ新潟コンベンションセンター）

  1月16日（木）14：00～17：00   東京都千代田区（都道府県会館）

                       1月20日（火）14：00～17：00   岡山県岡山市（岡山コンベンションセンター）

   1月29日（木）14：00～17：00   熊本県熊本市（熊本城ホール）未収載

           2月  3日（火）14：00～17：00   山形県山形市（山形テルサ） 〃
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事例１ ヤマハ発動機株式会社特約店・OEM拠点の請負防除サービス

分 類 項 目

サービスの類型 専門作業受注型 □機械設備供給型 □人材供給型 □データ分析型

事業実施体制 □単一企業型 □複数企業連携型 異業種ネットワーク型 □その他

サービス事業種・対象 □農作業全般 請負防除 □水稲収穫代行 □農機具提供

保有施設・機械 □水稲収穫機 ドローン 無人ヘリ □水稲乾燥調製施設 □集出荷施設 機械整備施設

サービス・エリア 全国 □複数道府県 □単一道県 □市町村内

事業規模 □５０万円以内 □５０〜５００万円 ５００万円超
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事例２ 株式会社ベイファームの米・麦生産・出荷等サービス

分 類 項 目

サービスの類型 専門作業受注型 □機械設備供給型 □人材供給型 □データ分析型

事業実施体制 単一企業型 □複数企業連携型 □異業種ネットワーク型 □その他

サービス事業種・対象 農作業全般 □請負防除 水稲収穫代行 □農機具提供

保有施設・機械 水稲収穫機 ドローン □草刈り機 水稲乾燥調製施設 集出荷施設 □機械整備施設

サービス・エリア □全国 □複数道府県 単一道県 □市町村内

事業規模 □５０万円以内 □５０〜５００万円 ５００万円超
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〇 会社の方針

〇 サービス事業の令和7年受託実績
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〇 農業支援サービス推進におけるの取り組み
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〇農業支援及びサービス料金の一覧
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事例３ YUIME 株式会社の農業支援人材派遣サービス

分 類 項 目

サービスの類型 □専門作業受注型 □機械設備供給型 人材供給型 □データ分析型

事業実施体制 □単一企業型 複数企業連携型 □異業種ネットワーク型 □その他

サービス事業種・対象 農作業全般 □請負防除 □水稲収穫代行 □農機具提供

保有施設・機械 □水稲収穫機 □ドローン □草刈り機 □水稲乾燥調製施設 □集出荷施設 □機械整備施設

サービス・エリア 全国 □複数道府県 □単一道県 □市町村内

事業規模 □５０万円以内 □５０〜５００万円 ５００万円超
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〇 事業開始の背景
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〇 人材供給型サービス提供の取り組み

① 全国産地間連携（2017年）

※作業スタッフ
150人体制
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② 外国人材の供給（2019年）

※外国人スタッフ
800人
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③ 日本人リーダーの育成と就農促進（2025年）
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事例４ 大信産業株式会社の無人航空機による請負防除サービス提供等

分 類 項 目

サービスの類型 専門作業受注型 □機械設備供給型 □人材供給型 □データ分析型

事業実施体制 単一企業型 □複数企業連携型 □異業種ネットワーク型 □その他

サービス事業種・対象 □農作業全般 請負防除 □水稲収穫代行 □農機具提供

保有施設・機械 □水稲収穫機 ドローン □草刈り機 □水稲乾燥調製施設 □集出荷施設 □機械整備施設

サービス・エリア □全国 複数道府県 □単一道県 □市町村内

事業規模 □５０万円以内 □５０〜５００万円 ５００万円超
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〇 専門作業受注型サービス提供の背景
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〇 農業用ドローンによる農業支援サービス提供の体制
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事例５ 地域農政局の紹介例
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Ⅲ サービス事業者から紹介された事業拡大上の課題等
区 分 具 体 的 内 容

〇 作業員、従業員の確保 ・従業員確保が困難である。特に、農業者の減少が進む地域では、サービス事業者
についても確保が困難であり、作業員の確保対策・仕組みが必要

・従業員の専門作業スキルの向上の対策が必要。研修機会・ツールが必要。特に、果
樹、野菜等の作業に対応できる者の育成が必要 等

〇 農業者のサービス事業
の認知度アップ、受発注
機会の拡大

・兼業農家の経営継続の支援、特に、長期的なサービス事業量の確保が必要
・農業者のサービス事業への認知不足があり、発注機会の不足。発注農業者と受託
サービス事業者のマッチングの仕組みの構築が必要

・特に、小規模、零細農家がサービス事業者に発注するのはハードルが高い 等

〇 周年での受託事業量の
確保、収入の確保

・農作業は作業時期が集中するが、それ以外の時期に事業がなくなるため、年間を
通した請負作業・収入を確保することが必要。特に、北海道・東北・北陸等では冬
場における事業量を確保することが必要

・地域毎に農業委員会等が公表している「農作業標準料金」については料金水準が
サービス事業の実態にあわない場合があり、正当なサービス料金を提示できない
特に、機械、燃料の高騰対策が必要 等

〇 サービス事業者向けの
農業機械、機器・資材、
システムの不足

・サービス事業では、営業エリア内の農機等の搬送における運搬コストが高くなり、
農機等の運搬コスト対策、輸送安全対策が必要

・サービス事業者の作業に適した農業機械、関連システム、機器・資材開発が不十分。
特に、精密かつ丁寧な作業提供のための圃場マップ等の整備が必要 等

〇 事業者の事務処理の効
率化

・サービス事業を適切に実施する上で「契約締結」が必要となるが、その事務負担
が増えるため、事業の事務処理ツールの開発と活用が急務

・作業事故・トラブルの処理マニュアルの開発、保険商品の開発が必要 等
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